




























































































































































































































































































t59市川四郎 ｢財産分与請求｣谷口知平-有兵事編 r絵合判例研究燕沓民法31101貫 く有斐閣､1959年)｡








167 島津一郎 ｢家族法入門｣72頁 (有斐閣､1964年)｡
168中川-泉･前掲注 (22)129頁｡
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ITB青山道夫 r改訂家族法論IJll5貫 (法律文化社､1978年)､同 r身分法概論jl14頁 (法律文化社､1951年)､































179仁平.前掲注 (22)156貫､山口純夫 ｢内縁生存配偶者の財産分与請求権｣判夕543号134-135頁 (1985年)､
大津千明･前掲注 (172)133-134頁｡











































































































1% 伊藤昌司 r相続法j170頁 (有斐閣､2002年)｡
197 石川 ･前掲注 (101)330貫｡
Ⅰ98大村 ･前掲注 (26)164頁｡










































































































212 中田裕康ほか特集･前掲注 (207)14貫 〔大村敦志〕C
250
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第32号 (2011ll)
の差額につき､その2分の 1に相当する額の分配請求することができるとする｡大村案を内縁の解消
の場合にあてはめてみると､法定財産制の規定は内縁にも類推適用されることが認められているため､
A-7案も類推適用されると考えられ､内縁の死別解消の場合にも離別解消の場合にも､一つの手続
きで統一的に処理できる｡そのため､内縁の死別解消による財産の清算についても､A-7案で一応
の解決が図れるものになるであろう213｡
213 大村教授は内縁の解消における財産閑係について､｢婚姻について､まず夫婦関係の清算をし､相続はそ
れぞれ別に考えるという考え方をとると､それとパラレルに内縁についても､まず財産関係を清算する､そ
の上で相続分がないならばないということで考えられるのではないか｣と述べている (シンポジュウム ｢家
族法改正｣私法72号47頁 (有斐閣､2010年)0
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